
告

示

平
成
2
3年
度
地
方
債
計
画

（
単
位
：
億
円
、
％
）

項
目

平
成
2
3年
度

計
画
額
Ì

平
成
2
2年
度

計
画
額
Í

差
引

Ì
－
Í

Î
増
減
率

Î
／
Í
×
1
0
0

一
一

般
会

計
債

１
公

共
事

業
等

2
0¶
5
6
1

1
4¶
9
8
5

5¶
5
7
6

3
7•
2

２
公
営
住
宅
建
設
事
業

2¶
3
2
7

1¶
2
8
3

1¶
0
4
4

8
1•
4

３
災

害
復

旧
事

業
4¶
7
8
7

3
2
1

4¶
4
6
6

1¶
3
9
1•
3

４
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

4¶
9
4
1

`
4¶
9
4
1

皆
増

５
教
育
・
福
祉
施
設
等
整
備
事
業

3¶
9
7
8

5¶
0
6
2

¾

1¶
0
8
4

¾

2
1•
4

\
学

校
教

育
施

設
等

1¶
3
8
5

1¶
6
2
2

¾

2
3
7

¾

1
4•
6

]
社

会
福

祉
施

設
2
1
5

2
4
9

¾

3
4

¾

1
3•
7

^
一

般
廃

棄
物

処
理

1¶
0
0
0

1¶
0
5
4

¾

5
4

¾

5•
1

_
一

般
補

助
施

設
等

7
7
8

1¶
5
3
7

¾

7
5
9

¾

4
9•
4

`
施
設
（
一
般
財
源
化
分
）

6
0
0

6
0
0

0
0•
0

６
一

般
単

独
事

業
1
6¶
6
0
7

2
3¶
2
5
1

¾

6¶
6
4
4

¾

2
8•
6

\
一

般
4¶
8
4
6

4¶
7
9
1

5
5

1•
1

]
地

域
活

性
化

5
0
0

6
0
0

¾

1
0
0

¾

1
6•
7

^
防

災
対

策
9
8
7

1¶
0
3
9

¾

5
2

¾

5•
0

_
地

方
道

路
等

2¶
4
7
4

8¶
6
2
1

¾

6¶
1
4
7

¾

7
1•
3

`
旧

合
併

特
例

7¶
8
0
0

8¶
2
0
0

¾

4
0
0

¾

4•
9

７
辺
地
及
び
過
疎
対
策
事
業

3¶
3
1
2

3¶
1
3
3

1
7
9

5•
7

\
辺

地
対

策
4
1
2

4
3
3

¾

2
1

¾

4•
8

]
過

疎
対

策
2¶
9
0
0

2¶
7
0
0

2
0
0

7•
4

８
公
共
用
地
先
行
取
得
等
事
業

4
9
0

5
1
6

¾

2
6

¾

5•
0

９
行

政
改

革
推

進
2¶
8
0
0

3¶
2
0
0

¾

4
0
0

¾

1
2•
5

1
0
調

整
1
0
0

2
0
0

¾

1
0
0

¾

5
0•
0

計
5
9¶
9
0
3

5
1¶
9
5
1

7¶
9
5
2

1
5•
3

平成™š年˜™月™日 金曜日 (号外特第œ™号)官 報
〇
財
務
省
令
第
九
十
一
号

経
済
社
会
の
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
税
制
の
構
築
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

二
十
三
年
法
律
第
百
十
四
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
消
費
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日

財
務
大
臣

安
住

淳

消
費
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

消
費
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
十
五
年
財
務
省
令
第
九
十
二
号
）を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
二
条
第
二
項
中
「
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
五
年
法
律
第
八
号
）
第
六
条
の
規
定
に

よ
る
改
正
後
の
消
費
税
法
（
第
四
項
に
お
い
て
「
新
法
」
と
い
う
。）第
六
十
三
条
の
二
」
を
「
消
費
税
法
（
昭
和
六
十

三
年
法
律
第
百
八
号
）
第
六
十
三
条
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
百
八
号
）」を
削
り
、
同

条
第
四
項
中
「
新
法
第
六
十
三
条
の
二
」
を
「
消
費
税
法
第
六
十
三
条
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
五
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
財
務
省
令
第
九
十
二
号

日
本
た
ば
こ
産
業
株
式
会
社
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
六
十
九
号
）
を
実
施
す
る
た
め
、
日
本
た
ば
こ
産
業
株
式

会
社
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日

財
務
大
臣

安
住

淳

日
本
た
ば
こ
産
業
株
式
会
社
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

日
本
た
ば
こ
産
業
株
式
会
社
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
大
蔵
省
令
第
十
八
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
第
一
項
中
「
第
二
条
第
四
項
第
一
号
」
を
「
第
二
条
第
二
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
二
条

第
四
項
第
二
号
」
を
「
第
二
条
第
二
項
第
二
号
」
に
改
め
る
。

第
二
条
第
一
項
中
「
第
二
条
第
四
項
第
三
号
」
を
「
第
二
条
第
二
項
第
三
号
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
二
条

第
四
項
第
四
号
」
を
「
第
二
条
第
二
項
第
四
号
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
総
務
省
告
示
第
五
百
号

地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
号
）
第
五
条
の
三
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
三
年
度
地
方

債
同
意
等
基
準
を
公
表
す
る
件
（
平
成
二
十
三
年
総
務
省
告
示
第
百
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
公

布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
改
正
前
の
告
示
第
二
の
二
の
１
の
_
の
{
に
規
定
す
る
学
校
教
育
施
設
等
整
備
事

業
（
平
成
二
十
三
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
に
よ
り
追
加
さ
れ
た
学
校
施
設
環
境
改
善
交
付
金
事
業
に
係

る
地
方
負
担
額
等
に
限
る
。）に
要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め
発
行
に
つ
い
て
同
意
又
は
許
可
を
得
た
地
方
債

は
、
改
正
後
の
告
示
第
二
の
二
の
１
の
_
に
規
定
す
る
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
に
要
す
る
経
費
の
財
源
に
充
て
る
た
め

発
行
に
つ
い
て
同
意
又
は
許
可
を
得
た
地
方
債
と
み
な
す
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

第
二
の
二
の
１
の
^
の
ア
の
Ì
中
「ウ

」
を
「イ

」
に
改
め
る
。

第
二
の
二
の
１
の
^
の
イ
中
「並

び
に

」
を
「及

び

」
に
、「平

成
2
3年
法
律
第
4
0号

」
を「平

成
2
3年
法
律
第
4
0号
。

以
下
「
震
災
特
別
法
」
と
い
う
。

」に
改
め
、「及

び
第
９
条
第
１
項

」
を
削
除
す
る
。

第
二
の
二
の
１
中
d
を
e
と
し
、
a
か
ら
c
ま
で
を
一
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
１
の
`
の
}
中「も

の
と
す
る
。

」を「も
の
と
す
る
（
た
だ
し
、
_
イ
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。）。

」に
改
め
、
同
１
中
`
を
a
と
し
、
同
１
の
_
の
{
中
「も

の
と
す
る
。

」を
「も

の
と
す
る
（
た
だ
し
、
_
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。）。

」に
改
め
、
同
１
の
_
の
|
中
「た

だ
し
、
都

道
府
県
が

」
を
「た

だ
し
、
_
に
掲
げ
る
事
業
及
び
都
道
府
県
が

」
に
改
め
、
同
１
中
_
を
`
と
し
、
^
の
次
に
次
の

よ
う
に
加
え
る
。

_
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

緊
急
防
災
・
減
災
事
業
に
つ
い
て
は
、
東
日
本
大
震
災
を
教
訓
と
し
て
、
全
国
的
に
緊
急
に
実
施
す
る
必

要
性
が
高
く
、
即
効
性
の
あ
る
防
災
、
減
災
等
の
た
め
の
事
業
と
し
て
、
次
に
掲
げ
る
事
業
を
対
象
と
す
る

も
の
と
す
る
。

ア
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
（
補
助
・
直
轄
）

平
成
2
3年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
に
よ
り
追
加
さ
れ
た
学
校
施
設
環
境
改
善
交
付
金
事
業

及
び
平
成
2
3年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
に
よ
り
追
加
さ
れ
た
全
国
防
災
対
策
費
に
係
る
事
業

（
公
営
住
宅
建
設
事
業
及
び
公
営
企
業
会
計
負
担
分
を
除
く
。）

イ
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
（
単
独
）

住
民
の
避
難
、
行
政
・
社
会
機
能
の
維
持
及
び
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
に
資
す
る
地
方
単
独
事
業

第
二
の
二
の
２
中
D̂
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

Ê
震
災
特
別
法
第
２
条
第
２
項
に
規
定
す
る
特
定
被
災
地
方
公
共
団
体
及
び
特
定
被
災
地
方
公
共
団
体
が
加

入
す
る
一
部
事
務
組
合
等
が
、
東
日
本
大
震
災
に
伴
う
料
金
の
減
免
や
事
業
休
止
等
に
よ
り
平
成
2
3年
度
に

お
い
て
発
生
又
は
拡
大
す
る
と
見
込
ま
れ
る
公
営
企
業
の
資
金
不
足
額
に
つ
い
て
起
債
を
行
う
場
合
に
は
、

当
該
公
営
企
業
に
係
る
地
方
債
に
お
い
て
取
り
扱
う
も
の
と
す
る
。

〇
総
務
省
告
示
第
五
百
一
号

地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
号
）
第
五
条
の
三
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
三
年
度
地
方

債
計
画
（
平
成
二
十
三
年
総
務
省
告
示
第
百
四
十
二
号
）
の
全
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

˜›™
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